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1. はじめに
1.1. 問題背景と本稿の目的
千葉商科大学 (以下, CUC) では, 1996年に初年次必修科目として ｢情報基礎｣ を設
置以降, 大学初年次教育の一環として全学的に情報リテラシー教育を実施し, 今日に至っ
ている｡ ｢情報基礎｣ の設置にあたっては, CUC における全体の学修目標として ｢三言語｣
(会計言語, 自然言語, 人工言語) が掲げられ, 情報リテラシー教育は人工言語習得のた
めの導入科目としての位置づけがなされた｡




導要領に基づく高等学校教科 ｢情報｣ の設置などによって, これらの要素は, 大学入学以
前からカバーされるようになり, 大学でこのような内容を学修することの意義を改めて問
われることとなった｡ さらには, 高等学校教科 ｢情報｣ の設置の影響は, いわゆる2006年
問題をもたらし, その都度 ｢情報基礎｣ のカリキュラムや科目自体の位置づけに関して度
重なる改定を余儀なくされている｡
このように, ｢情報リテラシー教育｣ という大きな枠組みの中で, その内容について度
重なる修正が必要とされ, 他分野の科目と比較しても, 実態としての方向性や安定性に欠
けているという問題が指摘できる｡ 教育内容の方向性や安定性が欠けてしまうことにより,
学修状況にばらつきが生じ, 知識・スキルの定着率, 応用力の育成などに対して, その効
果が低下してしまうことは想像に難くない｡
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そこで, 本稿では, 情報リテラシー教育に関して, 比較的運用実績が長い CUC の ｢情






語教育) が挙げられる｡ 日本における英語教育は, 中等教育から実施されているが, 2003
年には文部科学省から ｢『英語が使える日本人に』 育成のための行動計画｣ が発表され,
大学で改めて英語教育を行うことの意義が問われるようになっていった｡ 鈴木 (1996)(１),
内野 (2000)(２), 田地野 (2004)(３) が, 揃って指摘した点は ｢語学を学ぶ目的を明確にする｣
ことであった｡ そして, このことが ｢ESP (English for Specific Purpose)｣ あるいは
｢LSP (Language for Specific Purpose)｣ と呼ばれ概念化された｡ 同様に情報リテラシー





大学における導入期の情報リテラシー教育は, 理工学分野における ｢情報工学｣, ｢計算
機科学｣ や ｢情報科学｣ 分野を中心に, 学問体系の一環としての位置づけで発展してきた
経緯がある｡ 情報工学や計算機科学の研究を志向するものにとって, 情報リテラシーを身
につけることは研究の質に直結するものであり, その能力は必要不可欠なものであるとい
う考え方に基づく｡ 丑田 (2003)(４) によると, 1980年代後半や1990年代前半より情報系学
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部の設置(５) や理工系学部における情報工学科の設置に合わせて, 学習・研究の目的を達
成するため, これらの大学では, コンピュータ実習室を用意して, 一人一台の割合で利用





南藤沢キャンパス (以下, SFC) の事例である｡ SFC では, ｢既存の枠組みを超えた形で
の教育を実践する｣ という考え方の一環として, 充実したコンピューティング環境が提供
された｡ SFC に所属する２つの学部 (総合政策学部・環境情報学部) では, 必ずしもす








情報を ｢科学の対象｣ としてではなく ｢ツール｣ として捉え, 自らの問題解決場面におい
て, 効率的, 効果的に活用するための技術を習得することに主眼を置くということである｡
情報科学や計算機科学は数学的 (理系的) な素養が必要とされ, 文系学生が敬遠しがちな
分野である｡ 情報リテラシーを学修するにあたっては, 必ずしも計算機の仕組みについて
詳しく知っている必要はなく, 多少のトラブルに対応できるための基本的な知識のみが求









このような流れの中で, CUC では1996年に ｢情報基礎｣ を開設した｡ 先に挙げた SFC
の事例では, 計算機科学や情報工学を志向する学生も, あるいはそうではない学生も混在
している中で情報リテラシー教育が実践されたが, CUC では, 計算機科学や情報工学を
志向する学生はほとんどおらず, 社会科学系大学における初期実践例として注目された｡
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リキュラムの中心に据えたのは ｢パーソナルコンピュータの操作｣ と ｢インターネットの
活用｣ であった (5.3.1.参照)｡ 当時は各家庭をはじめとする一般への普及率が低く (1996
年当時で17.3％), インターネットの利用率も低い (同3.3％) (図１) 中で, いち早くこの
環境に触れさせ, 利用スキル・活用スキルを高めるということは, 情報の収集・活用とい
う点においても学術研究の側面から有利な状況であり, 能力・スキルの習得という意味で




で語られていた経緯がある｡ そのため, ｢情報基礎｣ ではコンピュータに触れる時間を多





り (図１), また, 100校プロジェクト(６)などの成果も相まって, 大学入学以前にコンピュー
タに触れたことのある学生が目立つようになる｡
そのため, ｢コンピュータを触ったことがある｣ というだけは他者と差別化できること
ができなくなった｡ また一方で, 利用経験のある学生とない学生との間で, 同一学年の中
でもスキルの格差が顕著に表れるようになる｡ 例えば, レポートを書くことをとっても,
コンピュータを使用して書こうとする学生と手書きで書こうとする学生の両者が存在し,
一般講義科目においても, この両者に対応する必要があった｡ そのため, コンピュータ利
用スキルの平準化が必要とされ, 今後の大学生活, 特に学術活動の場面において, その活
動に最低限必要なスキルを身につけることが, 初年次教育として必要とされ始めた｡ この
時期, この最低限必要なスキルやモラルのことを ｢情報リテラシー｣ と呼ぶようになり,
その概念が一般化した｡ この頃は, 多くの大学でも情報インフラが整いつつあり, 大学初
年次において情報リテラシー教育を行うことが共通の認識として広がっていった｡
また, このあたりから文系大学・文系学部でも情報を専門に扱う学問分野が確立され始
め, その中でも情報系の学問を志向する学生が増え始めた｡ そして, そのニーズに対応す
るように, 情報を専門とする学科や専攻が設立されていった｡ コンピュータの操作技術を
教えるのではなく, ｢コンピュータを使って何をするのか｣, 特に ｢ネットワークを使って
情報をどう取り扱うのか｣ という点に焦点が移り, 多くの大学で, ｢情報発見｣ ｢情報処理｣
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1999年には ｢リテラシー｣ という言葉を使い始めたが, 具体的に上述のような初年次教育
としてリテラシー教育が意識し始められたのは2000年前後である｡ また, 2002年にはプロ
フェッショナル育成及び学問体系としての位置づけをより強化するために, 商経学部では
情報コースを設置するに至った (表１)｡ 2003年のシラバスでは, ｢情報をみつける, まと
める, つたえる｣ というキーワードを用いて, 情報リテラシーの基礎概念を形成した｡ さ
らに, 同年には大学入学時における情報機器の操作レベルに応じたクラス分けを実施し,



































この状況の変化や2006年問題対策 (5.1.および 5.2.参照) に対し, 各教育機関におけ





早稲田大学では, 2005年秋に ｢アカデミックリテラシー｣ という概念を提唱し, コンピュー
タやインターネットを活用した大学における学術活動のためのリテラシーを講義の中心と
して位置づけた｡ 東京大学では, 教養学部における必修科目 ｢情報処理｣ の名称を2006年
４月に ｢情報｣ に改めると共に, 講義内容を変更し, 標準教科書を作成した｡ 京都大学で
は, 内容をさらに高度化し, 情報フルーエンシー教育として, 大学での情報技術の利用方
法を再定義し, 科目を再編した｡
SFC では, 1990年より ｢情報処理｣ という名称で情報リテラシー教育を実施してきた
が, そのカリキュラムを変更し, 基礎的なスキルについて認定試験を実施するように変更
された｡ この試験をパスできなかった学生は情報リテラシー科目 ｢情報基礎｣ を受講しな
ければならず (ただし, 単位認定はなされる), 一方この試験をパスした学生は, 履修を
免除されるという仕組みである (ただし, プログラミングなどの科目が必修科目として設
定されており, 試験にパスした際も, これらの科目の履修は免除されない)｡ これらの動
きは, 情報リテラシーという概念に対し, これを ｢コンピュータやソフトウェアの操作技
術に限る｣ と定義し, むしろこれらのツールを使ってどのような学術活動をするかという
ことについては, 各専門科目に委ねるように役割分担をした, ということである｡ これら
の大学では, 結果的には必ずしもすべての学生に対して情報リテラシーの初年次教育が実
施される必要はないという考え方に基づいている｡
もう一方の対応として, 例えば, 一橋大学では, ｢情報リテラシー｣ という講義を開講
していたが2006年度より開講を取り止めた｡ また, 青山学院大学では, 2003年に教養科目
を通じて身につけるべき能力を定めた ｢青山スタンダード｣ の一環として情報リテラシー













い)｡ しかしながら, 自らの情報機器操作スキルを客観的に把握することは難しく, 本来
的に補習が必要ではない学生も多く受講することになり, スキルが低い学生のみを集中的
に引き上げるという効果は薄れる結果となった｡ 2009年度に独自に実施したアンケート調
査の結果からも, 学生の認識として情報機器操作に ｢興味はある｣ ものの, ｢技術に自信
はない｣ 学生の割合は依然として高い状況にある｡
これを受けて, 基本的なコンピュータの操作技術に関する内容を ｢情報基礎｣ のカリキュ
ラムから除き, 学術活動を行うための基礎的な素養を見つけるための学習を行う講義とし
てコンセプトを再編した｡ それに伴い, 2007年度より ｢新入生のためのアカデミックリテ
ラシー｣ を, そして2009年度には ｢アカデミックリテラシー入門｣ というテキストを作成
し, 新しい情報リテラシー教育に関するコンセプトを教員・学生間で共有するための材料
とした｡
5. 教科 ｢情報｣ と2006年問題
5.1. 2006年問題への対応
前項までの経緯に加え, 高等学校新学習指導要領により, 2003年度から教科 ｢情報｣ が
必履修科目として設置された｡ 教科 ｢情報｣ は, 普通教科 ｢情報｣ と専門教科 ｢情報｣ に
分かれ, さらに普通教科 ｢情報｣ は, ｢情報Ａ｣ ｢情報Ｂ｣ ｢情報Ｃ｣ の３つに分かれる｡
このうち１教科 (どの科目にするかは教育現場の判断による) が必履修であり, 多くの高
等学校は ｢情報Ａ｣ を選択した｡ 教科 ｢情報｣ については, 科目未履修問題が取りざたさ
れたものの, 三根が実施した長崎大学の新入生を対象にした調査 (2008)(７) では, 2006年
に同大学初年次を迎えた学生のうち, 教科 ｢情報｣ を履修したのは76.4％, 同じく2007年
には90.3％に達し, そのうち60％前後の生徒が１年次に履修している結果が出ている｡
この教科 ｢情報｣ の標準的なカリキュラムは, 表２に示すとおりである｡ ここに示す通
り, これまで大学で実施していた情報リテラシー教育を先んじる内容となっている｡
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 三根眞理子, 2006年問題に関するアンケート結果について, 長崎大学学術研究成果リボジトリ, 2008年
こうした経緯から, これまでは大学の情報リテラシー教育として取り扱ってきた内容が,
ほぼ教科 ｢情報｣ でカバーされ, 教科 ｢情報｣ を履修してきた学生に対して, ｢大学でど
のような情報リテラシー教育をする必要があるのか｣ という点が大きく焦点となり議論が
行われた｡ このことを総称して ｢2006年問題｣ と呼んでいる｡




高等学校に教科 ｢情報｣ が設置されたことにより, 大学では, 先述したカリキュラムを
前提とした高次における情報リテラシー教育を実施する, あるいは情報リテラシー教育を
取り止める, などの方法で問題への対応を図った｡ 具体的には2006年前後において, 前述
の大学の事例で取り上げたような対応がとられた｡
しかしながら, 教科 ｢情報｣ が大学の情報リテラシー教育の素地や代替となるかという
点については, それが十分に機能していない, あるいは逆機能を果たしてしまっていると
いう指摘がある｡ 兼宗 (2006)(８) は, その具体的な指摘内容として, (1)教科 ｢情報｣ を
担当する教員の問題, (2)教科 ｢情報｣ で学習した内容が定着していない, あるいは不十






まれてしまう可能性が高いことが挙げられる｡ さらには, 教科 ｢情報｣ 設置のための初期
の対応として, 教員養成課程を経ず, 認定制度によって免許を取得した教員が多くの科目
を担当したが, これらの教員が講義を実施する際の経験の少なさからくる同様の問題点を






る｡ 教科 ｢情報｣ は実践的な内容を中心として構成するため, 到達レベルに対しての明示
的な目標設定がなされないことが多い｡ したがって, 学生は教科 ｢情報｣ にて既に学修し
ていると思っているが, その技術・知識レベルの認識が十分ではない場合が多い｡




 兼宗進, プログラミングのある生活, 日経パソコン PC Online, 日経 BP 社, 2006年
面的な知識やスキルとしての学習が行われる｡ 高等学校入学以前においても, 小中学校で
展開されている ｢総合的な学習の時間｣ における ｢調べ学習｣ などにおいては, 情報を収
集するという作業に注力するあまり, インターネット上から当該の情報を得て提出するだ
けで条件が満たされるような教え方をされることがある｡ この場合, その後, 情報を活用
していく際の注意点 (例えば著作権の問題) などが指摘されることは少なく, 逆に情報が
必要であれば, インターネットから収集すればよいという認識を与えてしまうことになる｡




(2) ｢情報｣ の教員自身が, 教科の内容や教授方法に確信を持つまでに至っていない
(3) ｢情報｣ の教員は他教科を兼務しており, そちらを優先してしまう状況にある
(4) ｢情報｣ が大学入試で出題されない
ことから, 教科 ｢情報｣ が高等学校で軽視されている傾向にあると忠告している｡
5.3. CUCのシラバスにみる講義内容の変遷
5.3.1. 講義目的 (主題) の変遷
本稿末に, 参考資料として1996年開設当初からのシラバスの内容について一覧を付加し
た｡ この資料をもとに, CUC における ｢情報基礎｣ の具体的な目的や内容の変遷につい
て, 簡単に確認する｡
1996年のシラバスでは, 『この講義の目標は, CUC の情報メディア環境を活用する基礎
能力 (リテラシー) を身につけることである｡ ･･･』 とし, CUC における環境を活用する






1997年のシラバスでは, 『･･･これに伴い, インターネットの利用者数は, 年々爆発的増
加を見せており, これまでの学術利用から社会基盤 (インフラストラクチャ) としての利
用へと, その利用形態が急速に変化してきています｡ ･･･』 と述べ, CUC で展開されてい
るインフラストラクチャが一般社会でも次第に整備されることを想定し, その時代に対応
するために必要な知識・技術を獲得することを主眼とした｡
1998年から2002年のシラバスでは, 同一の内容が用いられている｡ 『本講義は, ICC の
環境を使いこなすための基礎技術, および学術団体としてのネットワーク利用を念頭にお
いたコンピュータリテラシィ (利用作法) を理解, 体得することを目的とする｡ ･･･』 と
いう文章の中に, ｢リテラシー｣ という言葉が用いられている｡ 単なる情報技術の習得だ
けでなく, ここでは ｢作法｣ という言葉を用い, 必ずしも操作的なものを指さないという
ニュアンスを出すように工夫している｡
2003年以降, 2009年度までのシラバスにおいては, 同一の内容が用いられ, ここで, 情
― ―62





ているほか, ネットワークコミュニケーション (電子メール) の習得に同じだけの時間を,
また, キーボードを使った文字入力や, 文字変換の方法にも数時間を使っている｡ 1997年
では, インターネットの活用および WWW による情報公開に関しての多くの時間が割か
れるようになった｡ その一方, 依然としてコンピュータ (OS) の操作に関しても数時間



















ここまで, 大学の情報リテラシー教育をめぐるこれまでの経緯を CUC および各大学の























これらの論点を吟味していくと, 第一の課題として ｢情報リテラシー｣ の発展形となる
｢アカデミックリテラシー｣ という用語を様々な角度から検討し, 教育界全体の認識とし
て共有しておく必要があるのではないか, という点が挙げられる｡ 前野・楠元 (2008)(９)
によると, 『リテラシーとは識字, すなわち読み書きを意味し, 文化的な生活を送る上で
必須なものです｡ 筆者らはアカデミックな環境で必須となる基礎的な事項を ｢アカデミッ





と呼んだ｡ CUC でも先述のとおり, 2007年度より情報基礎のテキストとして ｢新入生の
ためのアカデミックリテラシー (2007, 2008)｣ ｢アカデミックリテラシー入門 (2009)｣
を制作・出版し, 利用している｡ さらに, これらの活動を支援するためのスキルとして,
必要な情報収集や整理, 発想支援, シナリオ構成, 情報倫理 (主に参考資料の取り扱い)
なども含まれる必要がある｡
しかし, ｢アカデミックリテラシー｣ という用語は, 現時点でどの分野でも明確に定義
されているわけではなく, 各大学の実践の中から情報リテラシーと対比する形で生まれた






また, これらの ｢アカデミックリテラシー｣ の定義に従うと, 必ずしもコンピュータ上
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おり, 他にも ｢研究基礎 (CUC)｣ ｢基礎文献精読 (明治学院大学)｣ などの名前で資料の
読解技術, 内容をまとめる技術, 文章作成の技術が教えられている｡
これらの科目との整合性をとるために, 情報リテラシー教育から発展した科目としての
｢アカデミックリテラシー｣ としては, 実践部分のみを担当し, 概念的な内容については,








第二の課題は, 情報リテラシーに関する再教育の必要性がある, という点である｡ 高等
学校教科 ｢情報｣ や, 一般的なコンピュータの普及によって, 大学入学時における情報機
器の操作技術レベルは格段に上昇したといえる｡ しかし, 情報科目担当教員の立場からす
れば, 必ずしも満足なレベルに到達しているわけではないという指摘もある｡
この理由として考えられるのは, 第一に教科 ｢情報｣ を受講するのは, 多くが高校１年
生の段階であることが挙げられる｡ 情報技術の進歩は, 『三年ひと昔』 (dog year) と呼
ばれるほど早く, 大学入学時には, 既に情報技術の体系が大きく変化している可能性もあ
る｡ したがって, 当時学んだ技術, スキルが既に通用しない場合には, 大学に入学した際
に, あらためて情報リテラシーを学ぶ必要性が生じる｡ 第二に, 大学のコンピュータ環境
は, 複数人で共有できるような環境の整備がなされており, ユーザアカウント制やファイ





例えば, 携帯端末で文章を作成する場合には, 短文で主述の関係が省略されやすく, その
ことは大学でのレポート作成には向かない特性であるということも含まれる (いわゆる
｢ケータイ文化｣)｡
第四に, 高等学校までの情報教育との整合性の問題がある｡ 先に指摘したような, ｢調
べ学習｣ において, その調べた資料の取り扱いを説明しなかったり, 教科 ｢情報｣ におい
て習得した知識やスキルが, 実際の場面に応用できなかったり (｢そういえば高校で学ん













も, 受講生のスキルも, 数段階にわたり大きく変化しているという特異な状況にあり, い
まだに流動的な要素を多く抱えている｡ 大学での情報リテラシー教育は, 時代の変化とと
もにその役割を終えたというよりも, むしろ, その重要性がより高まっている状況にある
といえる｡ また, 今後検討していかなければならない事項はさらに増える傾向にあり, 受
講生のスキルレベル, 指向, 関心がますます多様化していく中では, 講義を展開する現場
サイドのみならず, さらに広い視点, 枠組みでの議論が必要である, との問題意識がある｡
本研究グループでは, 現在, 本年度 ｢情報基礎｣ 受講生に対し, 教科 ｢情報｣ について,
どのような学習をしてきた学生が, どのような意識を持って ｢情報基礎｣ を受講し, どの
ような結果を得たのか, という点について定量的な調査を実施している｡ 今後の論文にお
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者数は, 年々爆発的増加を見せており, これまでの学術利用から社会基盤 (インフラ
ストラクチャ) としての利用へと, その利用形態が急速に変化してきています｡
私たちの日常生活の中でもインターネットに関連した事柄が話題に上ることも少な
くありません｡ たとえば, テレビ, ラジオ, 新聞でも宣伝用のホームページの紹介や,
問い合わせ先の電話番号の代わりに電子メイルのアドレスが紹介されることも珍しく
ありません｡ また, 阪神大震災の時には, 神戸市役所による被害情報の発信, ネット
ニュース上での製造者の連絡先の紹介など, ライフラインとしてインターネットがか
つようされたというマスコミの報道は記憶に新しいところです｡
1998年-2002年 千葉学園のネットワーク (ICC) は, 包括的なコンピュータネットワーク環境を持
ち, インターネットへの相互乗り入れを行っている｡ 本講義は, ICC の環境を使いこ
なすための基礎技術, および学術団体としてのネットワーク利用を念頭においたコン
ピュータリテラシィ (利用作法) を理解, 体得することを目的とする｡ 学園生活にお
いて, コンピュータネットワーク環境を積極的に使いこなし, 研究活動・就職どう,
そして社会に出たときに役に立つような実践的な授業を行う｡ 授業形態は, 概念的な
説明をする講義と共に, SA (Student Assistant) のサポートによる実習を行い, そ
ちらを主体とする｡ SA との交流を通じて, 通常の座学だけでは得られない実践的な
知識や技術を身につけてほしい｡
2003年-2009年 講義の目標： ｢みつける・まとめる・つたえる｣ 力の習得
この講義は, 様々な ｢情報に関する活動｣ の基礎となる力を身につける講義です｡
それは単に ｢コンピュータの使い方を身に付ける｣ ということではありません｡ 今後,
いろいろな問題や企画に取り組むときに, 自ら調べ, 考え, 他の人との議論を通じて,
解決・実現していく そのような力の基礎を, 実践的に身につけることを目指しま
す｡















めには, まとめたものを適切に“Express”(表現) することが重要です｡ Express の
方法には, 言葉や図, 映像など, いろいろなものがあります｡ その時々の状況に応じ
て, どの方法でつたえるのかを選ぶことも重要なことです｡
これらの活動を効果的に行うために, コンピュータをはじめとする情報技術が役立
ちます｡ 例えば, 図書館の本をデータベースで探したり, インターネット上で情報を
探したりすれば, いろいろなものを早く ｢みつける｣ ことができるでしょう｡ また,
ワードプロセッサを使って文章を編集したり, 画像ツールで加工したりすることで,
うまく ｢まとめる｣ ことができるでしょう｡ さらに, プレゼンテーションツールを使
えば, より的確に ｢つたえる｣ ことができるでしょうし, Web ページで表現すれば,
大学外の多くの人へ ｢つたえる｣ こともできるでしょう｡ そして, これらの活動すべ
てにおいて, 電子メールなどは, 他の人とのコミュニケーションの可能性を広げてく
れます｡
｢情報基礎｣ の講義では, みつける力, まとめる力, つたえる力をつけるために,
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Information literacy education as first-year experience at universities
― The case of ‶Joho-Kiso" classes in CUC. ―
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そこで, 本稿では, 情報リテラシー教育に関して, 運用実績が長い CUC の ｢情報基礎｣
の事例を中心に, その変遷について今日的な視点で考察し, また並行して他大学の事例と
比較検討することにより, 初年次教育としての意義や役割について研究的な課題を導くこ
とにする｡
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